
事務事業数

24

【１ Ｐｌａｎ】

<成果指標の達成状況>　⇒３つ以外の指標は、補助指標調書に記載
増加 ％ Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 最終目標(R4) 達成率 指標判定

目標値 - 42.0 44.5 50.0
実績値 - 32.2 31.6 -

増加 ％ Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 最終目標(R4) 達成率 指標判定
目標値 63.8 65.0 67.5 72.5
実績値 58.3 59.8 57.3 -

増加 人 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 最終目標(R4) 達成率 指標判定
目標値 140,000 148,000 156,000 174,000
実績値 132,245 134,152 107,154 -

社会教育課所管部局 教育庁 所管課

現状と
課題

　人口減少が各市町村で急激に進む中、地域づくりにつながる学習機会を道民へ提供するととも
に、地域で生涯学習・社会教育を推進する人材の育成が求められている。また、広域分散型の地域
性や情報化社会の進展にICTの活用によって対応し、道民の学びの機会を充実する必要がある。

令和３年度　基本評価調書①

３（２）Ａ

やや遅れている総合判定

施策目標
　将来にわたって暮らし続けたいと思える北海道づくりに向けて、様々な学習ニーズに応え、学習
の成果を人づくりや地域づくりに活かすための学習機会を提供するなど、生涯学習社会の構築に向
けた社会教育の充実に取り組む。

施策名 生涯学習の推進
施策

コード

主な取組

・市町村の社会教育主事や生涯学習関係職員等の指導者を直接育成することができる社会教育主事
講習を主催事業のベースとして、受講者のスキルアップやフォローアップ、モデル事業（事例）の
発掘とその普及等の研修事業を体系化することで指導者の育成から養成までを担う。
・道民カレッジ事業においてインターネット講座を増やす。

Ｒ３ Ｒ１Ｒ２

施策の
イメージ

指標名①

予算額
（千円）

495,706 1,027,998 1,011,286

D

C

D

　「生涯学習に関する道民の意識調査」の質問項目であり、事業によって住民が学ぶ雰囲気が地域
に醸成されているか否かを分析することができるため。

84.9%

　「生涯学習に関する道民の意識調査」の質問項目であり、事業によって住民が学んだ成果を地域
で生かそうとしているか否かを分析することができるため。※R3年度目標値はR3.5の実績に基づき設定

分析（主な取組と成果）
　新型コロナウイルス感染拡大の影響で道民カレッジの連携講座の中止が相次ぎ、その対策として年度内に講
座のオンライン化を連携講座実施団体に呼びかけたことで開講講座が回復し、受講環境が改めて整えられたこ
とで、住民の意識もほぼ横ばいで推移した。

指標名②

指標名③

設定理由

「自ら学習に取り組もうとする
人が多い」と回答した割合

71.0%

設定理由

11071

SDGs

知事公約

政策体系
(中項目)

北海道の未来を拓く人材の育成
政策体系
コード

C0005 C0064 総合戦略 A1311 A1312 国土強靱化 ―

「知識等をまちづくり等に生か
している」と回答した割合

　順調に増加はしてきてはいたものの、Ｒ元年度に伸びが鈍化し、Ｒ２年度は新型コロナウイルス感染拡大に
よる講座の中止が相次ぎ、更に受講者数は減少。その対策として年度内に講座のオンライン化を連携講座実施
団体に呼びかけたことで、減少に歯止めがかかり、Ｒ３年度のオンライン講座の増加にもつながった。

分析（主な取組と成果）
　新型コロナウイルス感染拡大の影響で６月に開催予定であった主催事業（セミナー等）である社会教育セミ
ナーを中止したが、それ以外の全ての主催事業を中止及び延期をせず、オンライン開催をして地域の指導者育
成を継続したことで、住民の学ぶ意識やそれを地域で生かそうとする意識も横ばいで推移した。

道民カレッジの主催講座・連携
講座の受講者数

68.7%

設定理由 　道民カレッジがどれだけ住民に受け入れられているかを分析することができるため。

分析（主な取組と成果）

＜市町村＞

・生涯学習・社会教育推進計画の策定

・社会教育主事の配置（任用）

・生涯学習・社会教育事業推進

＜北海道＞

・研修事業の体系化とその運営

・道民カレッジ事業運営（委託）

・生涯学習・社会教育情報支援

＜社会教育施設、中間支援団体等＞

・生涯学習・社会教育プログラム実施

・社会教育士の育成

・関係機関・団体との連携強化

＜施策目標＞
・道民への学

習機会提供
・地域づくり
人材の育成

・研修、講座
のオンライ
ン配信

推進

連携

連携



【２ Ｄｏ＆Ｃｈｅｃｋ】
前々年度 前年度 評価年度 評価年度目標値 指標判定

- 32.2 31.6 44.5 D
58.3 59.8 57.3 67.5 C

132,245 134,152 107,154 156,000 D

対応方針番号

<二次政策評価>

【３ Ａｃｔｉｏｎ】

内容

①

②

③

指導者の育成・養成のための研修事業の体系化ついて、社会教育主事講習の受講意欲を
高めるための視点と、受講後のフォローアップまで見据えるという視点を盛り込む。

緊急性
優先性

　生涯学習審議会における意見の聴取や、生涯学習に関する住民の意識調査
等を実施し、道民からのニーズを把握し、施策推進に役立てている。

緊急性
優先性
判定

「知識等をまちづくり等に生かしている」と回答した割合

道民カレッジの主催講座・連携講座の受講者数

　道民カレッジ事業において受講者（住民）に連続的な学びの機会を提供す
るために、主催講座と連携講座を一つのテーマでパッケージ化して提供する
ために、主催講座の連携先である大学と、連携講座の主な連携先である市町
村と講座の企画を進めている。今後、受講者が学びの成果を活かす場づくり
のために、知事部局の関連部署との連携を検討する。

施策コード

連携
状況

連携判定 ○

目標
(指標)の
達成状況

　道民カレッジ事業における連携講座のオンライン化推進により住民の学び
を止めず、主催事業（セミナー等）のオンライン開催により地域で住民の学
びを推進する指導者育成を止めないという目的の元に、事業に取り組んでい
る。

指標総合
判定

成果指標

指標名
「自ら学習に取り組もうとする人が多い」と回答した割合

11071令和３年度　基本評価調書② 施策名 生涯学習の推進

○

D

・指導者の育成・養成のための研修事業について、社会教育主事講習を核とし、地域学校協働活動
等の地域の社会教育事業に関わる教員、住民及び市町村職員の動員機会と受講後のフォローアップ
研修を体系化することに加え、社会教育法に基づき対象者を明確に分類することで、それぞれの役
割に応じた的確なスキルアップを図る。
・道民カレッジ事業自体の在り方や内容を検討する過程において、社会人の学び直しや多様な背景
を持つ人々のニーズに応じた学習機会の提供の手段について検討する。

総合判定
の根拠

　Ｒ２年６月１日現在と比較し、Ｒ３年度は1,302名多い受講者数となってい
る。Ｒ２年度はコロナ禍によりオンライン配信のための体制が多くの連携講
座団体で整っておらず、中止が相次いだこともある。

総合判定
(一次評価)

やや遅れ
ている

R3年度
二次政策

評価

翌年度に
向けた

対応方針

二次政策
評価への

対応

Ｒ４
施策の
方向性

新型コロナウイルス感染症の影響を踏ま
え、施策の目標達成に向け事業内容を精査
すること。

道民の学びの機会充実のために、既存の道民カレッジ以外に、現代的課題に沿った効果
的な手段がないか否かを検討する。

対応状況
(R3.3時点)

道民カレッジの受講者数目標等の目標達成
へ向けてのオンライン化と、オンライン環
境が整っていない受講者に向け「まなびの
広場」に視聴コーナーを設ける。

前年度
二次評価

意見



【成果指標の達成状況】
増加 ％ Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 最終目標(R4) 達成率 指標判定

目標値 - 92.3 94.8 100
実績値 - 86.6 87.7 -

Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 最終目標 達成率 指標判定
目標値
実績値

Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 最終目標 達成率 指標判定
目標値
実績値

Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 最終目標 達成率 指標判定
目標値
実績値

Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 最終目標 達成率 指標判定
目標値
実績値

令和３年度　補助指標調書① 施策名 生涯学習の推進 施策コード 11071

補助指標名①

補助指標名②

設定理由

分析（主な取組と成果）

補助指標名③

　80%以上の市町村が計画を策定している状況ではあるものの、目標値は下回っている。Ｒ２年度からは社会教
育主事講習を実施し、市町村における社会教育主事任用候補者を直接育成できることになり、Ｒ３年度からも
引き続き実施することで、市町村での生涯学習・社会教育推進への機運を高め、計画策定を促進できると考え
ている。

社会教育の推進構想等を策定し
ている市町村の割合

92.5%

設定理由

分析（主な取組と成果）

　市町村における生涯学習・社会教育の推進の度合いが分かる指標となり、事業効果の市町村への
浸透度合いを分析することができるため。

B

分析（主な取組と成果）

設定理由

設定理由

分析（主な取組と成果）

分析（主な取組と成果）

設定理由

補助指標名④

補助指標名⑤




